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は
じ
め
に

株
式
会
社
の
基
本
的
な
特
質
の
一
つ
は
中
央
集
権
的
な
経
営
制
度
に
あ
る
と
い
わ
れ
る

（
１
）

。
会
社
の
事
業
な
ら
び
に
業
務
に
関
す
る
決
定

権
は
通
常
、
取
締
役
会
に
与
え
ら
れ
、
基
本
的
に
株
主
は
取
締
役
の
選
解
任
権
を
中
心
と
し
た
議
決
権
を
も
っ
て
意
思
を
反
映
さ
せ
る
仕

組
み
に
な
っ
て
い
る
。
わ
が
国
の
会
社
法
に
多
大
な
影
響
を
与
え
て
い
る
米
国
で
は
取
締
役
会
に
広
い
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
が

米
国
に
お
け
る
株
主
総
会
と
取
締
役
会
の
権
限
領
域
（
一
）

―
―
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
を
中
心
に
―
―

久
保
　
佳
納
子

は
じ
め
に

第
一
章
　
制
定
法
に
お
け
る
株
主
総
会
と
取
締
役
会
の
権
限
分
配

第
二
章
　
株
主
に
よ
る
付
属
定
款
を
通
じ
た
取
締
役
会
権
限
の
制
限

第
一
節
　
問
題
の
背
景

第
二
節
　
付
属
定
款
の
有
効
性
判
断
に
関
す
る
判
例
―
―C

A
,Inc.v.A

F
SC

M
E

E
m

ployees
P

ension
P

lan

判
決

第
三
節
　C

A

判
決
の
判
断
枠
組
み
が
形
成
さ
れ
る
ま
で
の
判
例
経
緯
（
以
上
、
本
号
）

第
三
章
　
信
認
義
務
を
基
軸
と
し
た
権
限
分
配
法
制

第
一
節
　
経
営
権
限
と
信
認
義
務

第
二
節
　
取
締
役
会
と
株
主
総
会
の
合
意
に
も
と
づ
く
権
限
委
譲

第
三
節
　
取
締
役
に
よ
る
役
員
等
へ
の
権
限
委
譲

お
わ
り
に
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指
摘
さ
れ
て
お
り

（
２
）

、
ま
た
株
主
に
は
定
款
変
更
に
か
か
る
発
議
権
が
与
え
ら
れ
て
い
な
い
と
い
っ
た
特
徴
が
あ
る
。
も
っ
と
も
、
米
国
に

お
い
て
も
こ
こ
数
年
そ
の
点
を
含
め
た
権
限
分
配
の
見
直
し
や
、
会
社
観
を
め
ぐ
る
議
論
が
盛
ん
に
展
開
さ
れ
て
お
り

（
３
）

、
ま
た
現
実
問
題

と
し
て
も
株
主
が
取
締
役
会
の
経
営
権
に
介
入
す
る
よ
う
な
提
案
を
行
う
事
例
も
生
じ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
米
国
で
の
議
論
の

状
況
お
よ
び
関
連
す
る
判
例
に
検
討
を
加
え
、
米
国
の
権
限
分
配
法
制
の
論
理
的
構
造
を
明
ら
か
に
し
た
い
。

本
稿
で
は
多
く
の
企
業
が
設
立
州
と
し
て
選
択
す
る
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
を
中
心
に
、
第
一
章
で
は
、
ま
ず
制
定
法
上
定
め
ら
れ
て
い
る
株

主
総
会
な
ら
び
に
取
締
役
会
の
権
限
を
整
理
し
、
定
款
に
お
い
て
権
限
等
の
定
め
を
設
け
る
場
合
に
つ
い
て
概
観
す
る
。
第
二
章
で
は
、

付
属
定
款
を
通
じ
た
株
主
提
案
が
普
及
し
て
い
る
こ
と
に
つ
き
、
そ
の
背
景
な
ら
び
に
問
題
点
を
説
明
し
、
付
属
定
款
を
も
っ
て
取
締
役

の
経
営
権
に
踏
み
込
む
こ
と
が
で
き
る
か
否
か
が
争
わ
れ
た
判
例
を
扱
う
。
第
三
章
で
は
、
基
本
定
款
等
を
通
じ
た
経
営
権
委
譲
の
判
例

な
ら
び
に
取
締
役
に
よ
る
役
員
等
へ
の
権
限
委
譲
の
判
例
を
踏
ま
え
、
米
国
に
お
い
て
は
信
認
義
務
の
機
能
を
最
大
限
に
尊
重
す
る
権
限

分
配
法
制
が
と
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
示
し
た
い
。

第
一
章
　
制
定
法
に
お
け
る
株
主
総
会
と
取
締
役
会
の
権
限
分
配

（1）

株
主
総
会
の
決
定
権

デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
上
、
株
主
総
会
の
承
認
を
必
ず
要
す
る
の
は
取
締
役
の
選
解
任
の
ほ
か
、
会
社
の
基
礎
の
変
更
に
関
わ
る
事
項
―
―

す
な
わ
ち
、
資
産
の
全
部
ま
た
は
実
質
的
全
部
の
譲
渡
ま
た
は
賃
貸
、
基
本
定
款
の
変
更
、
吸
収
合
併
ま
た
は
新
設
合
併
、
任
意
解
散
で

あ
る
。

取
締
役
の
選
任
の
た
め
に
定
時
株
主
総
会
は
毎
年
開
か
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
期
差
制
取
締
役
会
制
度

（
４
）を

採
用
し
て
い
る
場
合
を
除
き
、
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す
べ
て
の
取
締
役
が
選
任
さ
れ
る
（
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
二
一
一
条
（ｂ）
項
）。
取
締
役
の
解
任
は
、
正
当
な
事
由
の
有
無
は
問
わ
ず
議

決
権
株
式
の
過
半
数
に
よ
っ
て
決
せ
ら
れ
る
（
一
四
二
条
（ｋ）
項
）。
た
だ
し
、
期
差
制
取
締
役
会
の
定
め
が
あ
る
場
合
は
正
当
な
事
由
が

あ
る
と
き
に
の
み
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
（
一
四
二
条
（ｋ）
項
（一）
号
）、
累
積
投
票
制
が
と
ら
れ
て
い
る
と
き
は
解
任
の
反
対
投
票
数
が
選

任
に
必
要
な
投
票
数
に
達
し
て
い
る
場
合
は
正
当
な
事
由
に
よ
っ
て
の
み
解
任
し
う
る
（
同
項
（二）
号
）。

資
産
の
全
部
ま
た
は
実
質
的
全
部
の
譲
渡
お
よ
び
賃
貸
に
つ
い
て
は
、
議
決
権
株
式
の
過
半
数
の
賛
成
に
よ
っ
て
取
締
役
会
に
授
権
さ

れ
（
二
七
一
条
（ａ）
項
）、
取
締
役
会
が
条
件
お
よ
び
対
価
を
決
定
し
実
行
す
る
。
な
お
、
取
締
役
会
の
判
断
で
当
該
譲
渡
等
を
中
止
す
る

こ
と
も
で
き
る
（
同
条
（ｂ）
項
）。

吸
収
合
併
ま
た
は
新
設
合
併
は
、
ま
ず
取
締
役
会
が
相
手
会
社
と
契
約
書
を
締
結
し
（
二
五
一
条
（ｂ）
項
、
二
五
二
条
（ｃ）
項
、
二
五
四
条

（ｄ）
項
）、
株
主
総
会
は
当
該
契
約
書
を
承
認
す
る
（
二
五
一
条
（ｃ）
項
、
二
五
二
条
（ｃ）
項
、
二
五
四
条
（ｄ）
項
）。

任
意
解
散
は
、
取
締
役
会
の
過
半
数
の
賛
成
に
よ
り
解
散
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
場
合
、
議
決
権
株
式
の
過
半
数
の

賛
成
を
も
っ
て
決
定
さ
れ
る
（
二
七
五
条
（ｂ）
項
）。
あ
る
い
は
株
主
全
員
の
同
意
が
あ
れ
ば
取
締
役
会
の
発
議
を
要
し
な
い
（
同
条
（ｃ）
項
）。

な
お
、
任
意
解
散
の
撤
回
に
つ
い
て
は
、
取
締
役
会
が
撤
回
の
採
択
を
行
っ
た
あ
と
、
解
散
決
議
時
の
議
決
権
株
式
の
過
半
数
の
承
認
に

よ
っ
て
撤
回
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
三
一
一
条
（ａ）
項
（二）
号
（三）
号
）。

会
社
法
は
株
主
に
会
社
の
基
礎
的
な
行
為
に
議
決
権
を
与
え
て
い
る
が
、
決
議
対
象
の
事
項
で
あ
っ
て
も
、
た
と
え
ば
株
主
は
合
併
に

着
手
し
た
り
、
そ
の
条
件
を
交
渉
し
た
り
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
取
引
を
株
主
が
主
導
し
て
決
定
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
。
当
該
取
引
は
取
締
役
会
に
よ
っ
て
行
わ
れ
、
株
主
が
で
き
る
の
は
取
締
役
会
に
よ
っ
て
提
案
さ
れ
た
当
該
取
引
に
対
し
て
投
票
を

す
る
こ
と
で
あ
り
、
株
主
の
議
決
権
は
多
く
は
取
締
役
会
か
ら
提
案
さ
れ
る
特
定
の
取
引
の
拒
否
権
で
あ
る
と
い
え
る
。

（2）

取
締
役
会
の
権
限
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一
方
で
、
取
締
役
会
に
は
会
社
の
経
営
権
が
包
括
的
に
与
え
ら
れ
て
お
り
、
一
四
一
条
（ａ）
項
は
「
こ
の
編
に
基
づ
き
設
立
さ
れ
た
す
べ

て
の
会
社
の
事
業
お
よ
び
業
務
は
、
こ
の
編
ま
た
は
会
社
の
基
本
定
款
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
取
締
役
会
に
よ
り
ま
た
は

取
締
役
会
の
指
示
の
も
と
に
経
営
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
定
め
て
い
る
。
本
条
は
、
会
社
の
事
業
な
ら
び
に
業
務
に
関
す
る
権
限

は
取
締
役
会
に
あ
る
と
い
う
原
則
を
明
記
し
て
い
る
。
こ
れ
に
対
す
る
例
外
は
三
つ
あ
り

（
５
）

、
第
一
に
、
設
立
時
の
基
本
定
款
に
取
締
役
会

が
指
名
さ
れ
な
い
場
合
に
は
設
立
者
が
経
営
権
を
有
す
る
ほ
か
（
二
二
六
条
）、
破
産
管
財
人
等
が
会
社
の
事
業
を
引
き
継
ぐ
た
め
に
衡

平
法
裁
判
所
に
よ
っ
て
指
名
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
（
三
五
二
条
）。
第
二
に
、
閉
鎖
会
社
で
は
、
取
締
役
会
の
権
限
を
制
限
す
る
株
主
間

契
約
が
認
め
ら
れ
て
お
り
、
あ
る
い
は
株
主
が
経
営
に
直
接
携
わ
る
た
め
に
取
締
役
会
を
設
け
な
い
こ
と
も
可
能
で
あ
る
（
三
五
〇
条
）。

第
三
に
、
一
四
一
条
（ａ）
項
の
文
言
に
表
れ
て
い
る
よ
う
に
、
基
本
定
款
に
別
段
の
定
め
を
設
け
て
い
る
と
き
は
取
締
役
会
に
よ
る
経
営
に

例
外
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
他
に
も
取
締
役
会
に
は
法
律
上
様
々
な
決
定
権
が
付
与
さ
れ
て
い
る
。
取
締
役
会
の
決
定
だ
け
で
行
う
こ
と
が
で
き
る
旨
の
明
文

規
定
が
置
か
れ
て
い
る
の
は
、
役
員
の
任
命
（
取
締
役
会
ま
た
は
付
属
定
款
で
定
め
た
選
任
方
法
な
ら
び
に
期
間
に
従
う
。
一
四
二
条
（ｂ）

項
）、
従
業
員
お
よ
び
役
員
へ
の
貸
付
け
お
よ
び
債
務
保
証
（
一
四
三
条
）、
株
式
の
対
価
（
基
本
定
款
に
お
い
て
株
主
に
委
譲
可
。
一
五

三
条
）、
株
式
発
行
に
お
け
る
対
価
の
う
ち
資
本
に
組
み
入
れ
る
額
の
決
定
（
一
五
四
条
）、
授
権
株
式
の
発
行
（
一
六
一
条
）、
利
益
配

当
の
決
定
（
一
七
〇
条
（ａ）
項
）、
利
益
配
当
金
か
ら
準
備
金
を
設
け
、
ま
た
は
廃
止
す
る
こ
と
（
一
七
一
条
）、
基
準
日
の
決
定
（
二
一
三

条
）、
自
己
株
式
の
消
却
（
二
四
三
条
）、
資
本
の
減
少
（
二
四
四
条
（ａ）
項
）、
会
社
財
産
へ
の
抵
当
権
お
よ
び
質
権
設
定
（
二
七
二
条
）

な
ど
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
取
締
役
会
の
決
定
に
加
え
て
株
主
総
会
決
議
を
要
す
る
事
項
は
、
上
述
の
よ
う
に
、
吸
収
合
併
ま
た
は
新
設
合

併
の
契
約
書
の
承
認
（
二
五
一
条
（ｂ）
項
、
二
五
二
条
（ｃ）
項
、
二
五
四
条
（ｄ）
項
）、
資
産
の
全
部
ま
た
は
実
質
的
全
部
の
譲
渡
お
よ
び
賃
貸

の
対
価
等
の
決
定
（
二
七
一
条
（ａ）
項
）、
任
意
解
散
（
二
七
五
条
（ｂ）
項
）
な
ど
が
あ
る
。
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（3）

定
款
に
よ
る
変
更
―
―
基
本
定
款
と
付
属
定
款

以
上
に
述
べ
た
デ
フ
ォ
ル
ト
・
ル
ー
ル
に
対
し
て
、
定
款
で
別
段
の
定
め
を
設
け
る
こ
と
が
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
。
米
国

の
定
款
は
基
本
定
款
（certificate

of
incorporation

）
と
付
属
定
款
（bylaw

）
と
い
う
二
層
構
造
を
と
っ
て
お
り
、
基
本
定
款
に
は
会
社

の
商
号
や
目
的
、
種
類
株
式
な
ど
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
ほ
か
（
一
〇
二
条
（ａ）
項
）、
取
締
役
の
業
務
決
定
権
限
を
制
限
す
る
場

合
に
は
基
本
定
款
に
定
め
る
必
要
が
あ
る
。
付
属
定
款
は
任
意
に
設
け
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
も
の
で
（
一
二
二
条
（六）
号
）、
基
本
定
款

が
付
属
定
款
に
優
越
す
る
。
付
属
定
款
の
記
載
内
容
に
つ
い
て
は
各
条
文
に
定
め
が
あ
り
、
た
と
え
ば
、
取
締
役
の
資
格
に
関
す
る
事
項

（
一
四
一
条
（ｂ）
項

（
６
）

）、
取
締
役
会
決
議
の
方
法
に
関
す
る
事
項

（
７
）

、
期
差
制
取
締
役
会
に
関
す
る
事
項
（
同
条
（ｄ）
項
）、
臨
時
株
主
総
会
の
招

集
に
関
す
る
事
項
（
二
一
一
条
（ｄ）
項

（
８
）

）、
取
締
役
の
選
任
決
議
に
関
す
る
事
項
（
二
一
六
条

（
９
）

）
が
あ
る
。
そ
の
他
、
取
締
役
会
会
議
の
省

略
禁
止
（
一
四
一
条
（ｆ）
項
）、
取
締
役
や
役
員
へ
の
費
用
の
補
償
ま
た
は
前
払
い
（
一
四
五
条
（ｆ）
項
）、
定
時
株
主
総
会
の
日
時
や
場
所

（
二
一
一
条
（ａ）
項
（ｂ）
項
）、
株
主
総
会
を
開
催
し
な
い
こ
と
に
つ
い
て
の
通
知
（
二
二
二
条
）
な
ど
に
つ
い
て
付
属
定
款
で
別
段
の
定
め
が

で
き
る
こ
と
が
個
別
に
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
具
体
的
規
定
に
加
え
て
、
一
〇
九
条
（ｂ）
項
は
、
会
社
の
事
業
お
よ
び
業
務
の
執
行
な
ら
び
に
会
社
・
株
主
・
取
締
役
・
役

員
・
従
業
員
の
権
利
・
権
限
に
関
し
て
、
法
律
ま
た
は
基
本
定
款
に
反
し
な
い
規
定
を
付
属
定
款
に
設
け
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
。
同
条

は
付
属
定
款
に
お
い
て
取
締
役
の
権
限
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
を
も
認
め
て
お
り
、
こ
の
こ
と
が
後
述
す
る
よ
う
に
取
締
役
会
に
経
営
権

を
与
え
る
一
四
一
条
（ａ）
項
と
の
解
釈
に
疑
義
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
。

な
お
、
基
本
定
款
と
付
属
定
款
の
違
い
で
最
も
重
要
な
の
が
、
そ
れ
ら
の
変
更
に
関
す
る
手
続
き
で
あ
る
。
基
本
定
款
の
変
更
に
つ
い

て
は
、
取
締
役
会
が
変
更
案
に
つ
い
て
株
主
総
会
決
議
を
行
う
こ
と
を
決
定
し
、
そ
れ
を
受
け
て
株
主
総
会
が
承
認
を
す
る
（
二
四
二
条

（ｂ）
項
。
種
類
株
式
に
不
利
益
な
変
更
の
場
合
は
当
該
種
類
株
主
総
会
の
承
認
を
要
す
る
（
同
条
（ｃ）
項
））。
す
な
わ
ち
、
基
本
定
款
変
更
の
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提
案
を
行
え
る
の
は
取
締
役
会
に
限
ら
れ
て
お
り
、
株
主
は
承
認
権
は
有
し
て
い
る
け
れ
ど
も
、
そ
の
発
議
権
は
与
え
ら
れ
て
い
な
い
。

一
方
、
付
属
定
款
に
関
し
て
は
株
主
に
発
議
権
が
与
え
ら
れ
て
お
り
、
取
締
役
会
の
承
認
を
得
る
こ
と
な
く
株
主
総
会
決
議
の
み
で
採
択

す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
（
一
〇
九
条
（ａ）
項
）。
も
っ
と
も
、
取
締
役
会
に
も
同
様
の
権
限
を
与
え
る
こ
と
を
基
本
定
款
に
定
め
る
こ
と

が
可
能
で
あ
り
（
同
項
）、
実
際
に
多
く
の
会
社
で
は
株
主
と
取
締
役
の
双
方
が
付
属
定
款
に
か
か
る
新
設
・
変
更
・
廃
止
の
権
利
を
有

し
て
い
る

（
10
）

。

第
二
章
　
株
主
に
よ
る
付
属
定
款
を
通
じ
た
取
締
役
会
権
限
の
制
限

第
一
節
　
問
題
の
背
景

（1）

付
属
定
款
に
関
す
る
株
主
提
案
の
普
及

近
年
で
は
、
い
わ
ゆ
る
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
と
呼
ば
れ
る
株
主
が
会
社
の
経
営
に
積
極
的
に
関
与
す
る
動
き
が
あ
り
、
そ
の
手
段
と
し
て

付
属
定
款
を
通
じ
た
株
主
提
案
が
盛
ん
に
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
の
背
景
に
は
、
株
主
に
付
属
定
款
変
更
の
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
こ
と

に
加
え
、
連
邦
法
上
、
株
主
提
案
に
制
約
が
あ
る
こ
と
が
影
響
し
て
い
る
。

一
九
三
四
年
証
券
取
引
所
法
（S

ecurities
E

xchange
A

ct
of
1934

）
の
委
任
状
勧
誘
規
制
の
一
環
と
し
て
、
証
券
取
引
委
員
会

（Securities
and

E
xchange

C
om

m
ission,

以
下
「
Ｓ
Ｅ
Ｃ
」
と
す
る
）
が
設
け
る
規
則
（
以
下
「
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
」
と
す
る
）
は
株
主
提
案

に
つ
い
て
規
定
を
設
け
て
お
り

（
11
）

、
会
社
が
定
時
株
主
総
会
な
ら
び
に
臨
時
株
主
総
会
を
開
催
す
る
際
、
提
案
を
行
お
う
と
す
る
株
主
は
自

ら
の
費
用
で
委
任
状
勧
誘
す
る
の
で
は
な
く
、
会
社
が
株
主
に
対
し
て
送
付
す
る
委
任
状
書
面
（form

of
proxy

）
な
ら
び
に
委
任
状
説

明
書
（proxy

statem
ent

）
に
当
該
株
主
提
案
な
ら
び
に
そ
の
説
明
を
掲
載
す
る
よ
う
要
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
提
案
資
格
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な
ら
び
に
提
案
内
容
に
制
限
が
あ
り
、
会
社
側
は
そ
れ
ら
を
満
た
し
て
い
な
い
株
主
提
案
の
掲
載
を
拒
否
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

提
案
株
主
の
資
格
要
件
と
し
て
、
当
該
株
主
は
提
案
を
提
出
す
る
日
ま
で
少
な
く
と
も
一
年
間
、
株
主
総
会
で
提
案
に
投
票
す
る
こ
と

が
で
き
る
株
式
の
少
な
く
と
も
一
％
ま
た
は
市
価
二，

〇
〇
〇
ド
ル
相
当
を
保
有
し
続
け
て
お
り
、
株
主
総
会
の
終
了
ま
で
当
該
株
式
を

保
有
し
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
一
四
ａ
―
八
（ｂ）
項
（一）
号
）。
株
主
総
会
終
了
の
日
ま
で
必
要
な
数
の
証
券
を
保
持
し
な

か
っ
た
場
合
、
会
社
は
二
年
間
に
わ
た
り
当
該
提
案
者
の
提
案
を
す
べ
て
排
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
（ｆ）
項
（二）
号
）。

株
主
提
案
の
内
容
に
つ
い
て
、
会
社
は
以
下
の
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
一
四
ａ
―
八
（ｉ）
項
各
号
に
掲
げ
ら
れ
た
十
三
項
目
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
提
案
を
委
任
状
か
ら
排
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
す
な
わ
ち
、
①
州
法
上
、
株
主
の
行
為
対
象
で
は
な
い
場
合
、
②
提
案
が
履
行
さ
れ

る
と
、
会
社
が
法
律
に
違
反
す
る
こ
と
に
な
る
場
合
、
③
委
任
状
規
則
違
反
に
該
当
す
る
場
合
、
④
会
社
ま
た
は
そ
の
他
の
者
に
対
す
る

個
人
的
要
求
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
、
⑤
最
終
事
業
年
度
に
お
け
る
総
資
産
の
五
％
未
満
、
純
利
益
と
総
売
上
高
の
五
％
未
満
ま
た

は
会
社
の
事
業
に
重
大
な
関
連
が
な
い
行
為
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
、
⑥
会
社
が
当
該
提
案
を
履
行
す
る
た
め
の
権
限
を
欠
い
て
い

る
場
合
、
⑦
会
社
の
通
常
の
業
務
執
行
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
、
⑧
取
締
役
会
の
構
成
員
の
推
薦
お
よ
び
選
挙
、
ま
た
は
そ
の
手
続

き
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
、
⑨
会
社
側
の
提
案
に
反
す
る
場
合
、
⑩
す
で
に
実
質
的
に
履
行
さ
れ
て
い
る
場
合
、
⑪
他
の
提
案
と
重

複
し
て
い
る
場
合
、
⑫
過
去
五
年
内
に
な
さ
れ
た
提
案
と
実
質
的
に
同
じ
で
あ
り
、
一
定
の
賛
成
率
が
得
ら
れ
て
い
な
い
場
合
、
⑬
現
金

配
当
ま
た
は
株
式
配
当
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
で
あ
る
。

以
上
の
よ
う
に
、
会
社
の
費
用
で
株
主
提
案
を
行
う
に
は
資
格
な
ら
び
に
提
案
内
容
に
制
限
が
加
え
ら
れ
て
お
り
、
必
ず
し
も
容
易
に

低
コ
ス
ト
で
提
案
を
実
現
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
こ
れ
ま
で
株
主
は
制
約
の
弱
い
勧
告
的
提
案
（precatory

proposals

）
と
い
う

手
法
を
活
発
に
利
用
し
て
き
た
。
勧
告
的
提
案
と
は
、
決
議
を
行
っ
た
と
し
て
も
取
締
役
会
を
拘
束
し
な
い
提
案
で
あ
り
、
こ
の
形
式
を

と
れ
ば
州
法
上
株
主
の
行
為
対
象
で
は
な
い
事
項
で
あ
っ
て
も
会
社
の
委
任
状
書
類
に
提
案
を
掲
載
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
（
（ｉ）
項
（一）
号
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注
記
）。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
勧
告
的
提
案
に
多
く
の
賛
成
票
が
投
じ
ら
れ
て
も
、
そ
れ
に
従
う
か
ど
う
か
は
取
締
役
会
に
委
ね
ら
れ

て
い
る
。

単
な
る
勧
告
で
は
な
く
法
的
拘
束
力
の
あ
る
株
主
提
案
を
行
う
手
法
が
模
索
さ
れ
る
中
、
付
属
定
款
に
関
す
る
株
主
提
案
と
い
う
ス
タ

イ
ル
に
注
目
が
向
け
ら
れ
た
の
は
、
特
に
一
九
九
五
年
頃
か
ら
、
ポ
イ
ズ
ン
ピ
ル
に
関
す
る
付
属
定
款
の
株
主
提
案
が
始
ま
り
で
あ
っ
た

（
12
）

。

オ
ク
ラ
ホ
マ
州
のInternational

B
rotherhood

of
Team

sters
G

eneral
F

und
v.

F
lem

ing
C

os.,
Inc （

13
）.

の
認
容
判
決
が
こ
れ
を
後
押
し
す
る

形
と
な
り
、
そ
の
後
他
州
で
も
買
収
防
衛
策
を
廃
止
あ
る
い
は
緩
和
す
る
同
様
の
株
主
提
案
が
普
及
し
始
め
、
さ
ら
に
防
衛
策
に
限
ら
ず

株
主
が
経
営
事
項
に
関
与
す
る
手
段
と
し
て
、
付
属
定
款
を
対
象
と
す
る
株
主
提
案
が
広
ま
っ
て
い
る
。

（2）

デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
一
四
一
条
（ａ）
項
と
一
〇
九
条
（ｂ）
項
の
衝
突

こ
の
よ
う
な
広
が
り
を
み
せ
る
中
、
株
主
が
提
案
し
た
内
容
が
付
属
定
款
記
載
事
項
と
し
て
適
切
か
、
と
り
わ
け
株
主
は
付
属
定
款
を

通
し
て
ど
こ
ま
で
取
締
役
の
経
営
に
介
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
が
問
題
と
し
て
浮
上
し
て
き
た
。
こ
れ
は
一
四
一
条
（ａ）
項
と
一
〇
九

条
（ｂ）
項
の
解
釈
問
題
で
あ
り
、
こ
の
二
つ
の
条
文
の
文
言
に
注
目
す
る
と
、
互
い
に
堂
々
巡
り
に
陥
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
一
四

一
条
（ａ）
項
で
は
「
こ
の
編
に
基
づ
き
設
立
さ
れ
た
す
べ
て
の
会
社
の
事
業
お
よ
び
業
務
は
、
こ
の
編
ま
た
は
会
社
の
基
本
定
款
に
別
段
の

定
め
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
取
締
役
会
に
よ
り
ま
た
は
取
締
役
会
の
指
示
の
も
と
に
経
営
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
定
め
ら
れ
て
い

る
。
そ
し
て
一
〇
九
条
（ｂ）
項
で
は
「
付
属
定
款
に
は
、
会
社
の
事
業
、
業
務
の
執
行
、
会
社
の
権
利
も
し
く
は
権
限
、
ま
た
は
株
主
、
取

締
役
、
役
員
も
し
く
は
従
業
員
の
権
利
も
し
く
は
権
限
に
関
し
て
、
法
ま
た
は
基
本
定
款
に
反
し
な
い
規
定
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
」

と
定
め
ら
れ
て
い
る
。

一
四
一
条
（ａ）
項
は
「
こ
の
編
…
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
」
に
取
締
役
の
権
限
は
制
限
さ
れ
う
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。「
こ
の
編
」

と
は
、
一
〇
九
条
（ｂ）
項
を
含
め
た
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
全
体
を
指
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
、
一
方
で
、
一
〇
九
条
（ｂ）
項
は
「
法
…
に
反
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し
な
い
」
付
属
定
款
を
認
め
て
い
る
。
一
〇
九
条
（ｂ）
項
に
い
う
「
法
に
反
し
な
い
」
と
は
、
お
そ
ら
く
取
締
役
会
に
経
営
権
を
与
え
る
一

四
一
条
（ａ）
項
に
反
し
な
い
こ
と
も
要
求
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
一
四
一
条
（ａ）
項
で
は
一
〇
九
条
（ｂ）
項
に
も
と
づ
い
て

付
属
定
款
で
経
営
権
に
関
す
る
定
め
を
許
容
す
る
よ
う
に
読
め
る
反
面
、
一
〇
九
条
（ｂ）
項
は
一
四
一
条
（ａ）
項
に
反
し
て
は
な
ら
な
い
と
示

し
て
い
る
た
め
、
こ
れ
ら
二
つ
の
条
文
の
解
釈
が
問
題
に
な
っ
て
い
る
。

（3）

付
属
定
款
の
効
力
の
判
断
基
準
に
関
す
る
議
論

株
主
は
付
属
定
款
を
設
け
る
権
限
を
通
じ
て
取
締
役
の
経
営
権
に
踏
み
込
む
よ
う
な
規
定
を
設
け
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
の
か
、
そ
し

て
可
能
で
あ
る
な
ら
ば
ど
れ
ほ
ど
の
範
囲
お
よ
び
程
度
ま
で
許
さ
れ
る
の
か
。
少
な
く
と
も
制
定
法
上
、
当
然
に
は
付
属
定
款
を
も
っ
て

取
締
役
の
経
営
権
を
制
限
し
う
る
と
導
け
な
い
と
し
て
も
、
一
〇
九
条
（ｂ）
項
は
付
属
定
款
に
取
締
役
の
権
限
に
関
す
る
規
定
を
置
く
こ
と

が
で
き
る
と
定
め
て
い
る
の
は
確
か
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
取
締
役
の
経
営
権
の
制
限
に
は
な
ら
な
い
よ
う
な
取
締
役
の
権
限
に
関
す
る
定

め
と
は
何
か
、
ひ
い
て
は
経
営
権
を
制
限
す
る
付
属
定
款
か
否
か
の
判
断
基
準
を
明
ら
か
に
し
よ
う
と
す
る
研
究
が
行
わ
れ
て
き
た
。
た

と
え
ば
、C

offee

教
授
は
、
上
述
のF

lem
ing

事
件
を
契
機
に
、
買
収
防
衛
策
を
扱
う
付
属
定
款
の
有
効
性
を
検
討
す
る
た
め
に
試
み
に

四
つ
の
基
準
を
示
し
て
考
察
を
加
え
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
①
常
務
事
項
に
関
す
る
付
属
定
款
か
基
礎
的
事
項
に
関
す
る
付
属
定
款
か
と

い
う
基
準
、
②
積
極
的
行
為
を
強
制
す
る
付
属
定
款
か
消
極
的
な
制
限
を
課
す
付
属
定
款
か
と
い
う
基
準
、
③
手
続
き
を
定
め
る
付
属
定

款
か
実
質
的
な
決
定
内
容
を
定
め
る
付
属
定
款
か
と
い
う
基
準
、
④
事
業
決
定
に
つ
い
て
定
め
る
付
属
定
款
か
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ

ン
ス
に
つ
い
て
広
く
定
め
る
付
属
定
款
か
と
い
う
基
準
で
あ
る

（
14
）

。

し
か
し
、
教
義
上
の
基
準
は
見
出
さ
れ
な
い
ま
ま
、
こ
れ
は
困
難
な
問
題
で
あ
る
と
認
識
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
よ
う
な
中
、
二
〇
〇
八

年
、C

A
Inc.v.A

F
SC

M
E

E
m

ployees
P

ension
P

lan （
15
）

判
決
（
以
下
「C

A

判
決
」
と
す
る
）
に
お
い
て
新
た
に
裁
判
所
の
見
解
が
示
さ
れ

た
。
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第
二
節
　
付
属
定
款
の
有
効
性
判
断
に
関
す
る
判
例
―
―C

A,Inc.v.AFSC
M
E
Em
ployees

Pension
Plan

判
決

〔
事
実
の
概
要
〕

C
A

,
Inc.

（
以
下
「C

A

社
」
と
す
る
）
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
に
設
立
さ
れ
た
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
会
社
で
あ
る
。A

m
erican

Federation
of

State,
C

ounty
and

M
unicipal

E
m

ployees

（
以
下
「A
FSC

M
E

」
と
す
る
）
はC

A

社
の
株
主
で
あ
る
。
二
〇
〇
八
年
三

月
十
三
日
、A

FSC
M

E

はC
A

社
に
対
し
て
株
主
提
案
を
行
い
、
二
〇
〇
八
年
度
定
時
株
主
総
会
に
つ
きC

A

社
が
発
行
す
る
委
任
状
書

類
に
そ
れ
を
掲
載
す
る
よ
う
求
め
た
。
本
件
株
主
提
案
（
以
下
「B

ylaw

提
案
」
と
す
る
）
は
、C

A

社
の
付
属
定
款
を
以
下
の
よ
う
に

変
更
す
る
こ
と
を
要
求
し
て
い
る
。「
取
締
役
会
は
、
取
締
役
の
選
挙
に
お
い
て
一
人
以
上
の
候
補
者
を
擁
立
す
る
た
め
に
生
じ
た
合
理

的
費
用
を
、
株
主
ま
た
は
株
主
グ
ル
ー
プ
に
対
し
て
、
会
社
か
ら
補
償
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」。

C
A

社
の
基
本
定
款
な
ら
び
に
付
属
定
款
に
は
委
任
状
の
費
用
の
補
償
を
特
に
扱
う
規
定
は
な
か
っ
た
。
た
だ
し
、
基
本
定
款
に
次
の

よ
う
な
一
般
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。「
事
業
の
運
営
な
ら
び
に
会
社
の
業
務
の
遂
行
は
取
締
役
会
に
委
ね
ら
れ
る
」（
こ
れ
は
デ
ラ
ウ

ェ
ア
州
会
社
法
一
四
一
条
（ａ）
項
の
文
言
を
引
用
し
た
も
の
で
あ
る
）。
こ
の
こ
と
か
ら
選
挙
費
用
を
補
償
す
る
か
否
か
の
決
定
は
、C

A

社

取
締
役
会
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
て
お
り
、
し
た
が
っ
て
そ
れ
は
信
認
義
務
の
対
象
で
も
あ
る
。

二
〇
〇
八
年
四
月
十
八
日
、C

A

社
は
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
一
四
ａ
―
八
（ｉ）
項
に
掲
げ
る
提
案
排
除
事
由
の
う
ち
、
州
法
上
、
株
主
の
行
為

と
し
て
不
適
切
な
事
項
（
同
項
（一）
号
）
あ
る
い
は
法
律
違
反
を
も
た
ら
す
事
項
（
（二）
号
）
に
該
当
す
る
と
考
え
、
委
任
状
書
類
に
当
該

B
ylaw

提
案
を
載
せ
な
い
と
い
う
意
向
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
部
門
に
通
知
し
、
ノ
ー
ア
ク
シ
ョ
ン
・
レ
タ
ー
（no-action

letter

）

を
要
請
し
た
。
ノ
ー
ア
ク
シ
ョ
ン
・
レ
タ
ー
と
は
訴
訟
不
要
意
見
書
と
も
言
わ
れ
、C

A

社
がA

FSC
M

E

の
提
案
を
委
任
状
書
類
に
掲
載

し
な
い
と
し
て
も
、
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
部
門
は
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
何
の
行
動
も
促
さ
な
い
旨
を
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
あ
る
。C

A

社
の
提
出
書
類

に
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
の
弁
護
士
で
あ
るR

ichards
L

ayton
&

Finger,
P.

A
.

の
意
見
が
添
え
ら
れ
、
本
件B

ylaw

提
案
は
株
主
が
と
り
う
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る
行
為
と
し
て
適
切
な
対
象
で
は
な
い
と
し
、
も
し
そ
れ
が
実
行
さ
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
に
違
反
す
る
こ
と
に
な

る
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。

そ
れ
に
対
し
、
五
月
二
十
一
日
、A

F
S

C
M

E

はC
A

社
に
対
抗
す
る
文
書
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
提
出
し
た
。A

F
S

C
M

E

の
提
出
書
類
に
は
デ

ラ
ウ
ェ
ア
州
弁
護
士
で
あ
るG

rant&
E

isenhofer.P.A
.

の
意
見
が
添
え
ら
れ
、
本
件B

ylaw

提
案
は
株
主
の
適
切
な
行
為
対
象
で
あ
り
、

当
該B

ylaw

提
案
が
承
認
さ
れ
た
と
し
て
も
、
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
に
反
し
な
い
と
主
張
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
Ｓ
Ｅ
Ｃ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
部
門
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
に
つ
い
て
相
反
す
る
法
律
意
見
に
直
面
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
こ
で

六
月
二
十
七
日
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
上
の
二
つ
の
疑
問
点
に
つ
い
て
同
州
最
高
裁
判
所
に
意
見
確
認
（certification

）
を
求
め

た
（
16
）

。
当
裁
判
所
は
、
委
任
状
書
類
提
出
ま
で
の
期
間
が
短
い
こ
と
を
考
慮
し
（C

A

社
は
九
月
九
日
に
開
催
さ
れ
る
定
時
株
主
総
会
に
先

ん
じ
て
、
七
月
二
十
四
日
に
Ｓ
Ｅ
Ｃ
に
最
終
的
な
委
任
状
書
類
を
提
出
す
る
予
定
で
あ
っ
た
）、「
本
件
質
問
に
は
迅
速
な
決
定
を
下
す
重

大
か
つ
切
迫
し
た
理
由
が
あ
る
」
と
判
断
し
て
、
七
月
一
日
に
本
件
を
受
理
し
た
。

Ｓ
Ｅ
Ｃ
が
意
見
確
認
を
求
め
た
内
容
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
①A

F
S

C
M

E

の
提
案
内
容
は
、
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
上
、

株
主
の
適
切
な
行
為
対
象
で
あ
る
か
（
第
一
質
問
）、
②A

F
S

C
M

E

の
提
案
が
承
認
さ
れ
、C

A

社
が
そ
れ
に
従
っ
た
場
合
、
デ
ラ
ウ
ェ

ア
州
法
に
違
反
す
る
こ
と
に
な
る
か
（
第
二
質
問
）。

〔
判
旨
〕

第
一
質
問
に
つ
い
て

「
第
一
質
問
は
本
件B

ylaw

提
案
が
適
切
な
株
主
行
為
で
あ
る
か
否
か
で
あ
り
、
よ
り
正
確
に
言
え
ば
、
当
該B

ylaw

提
案
はC

A

社

の
取
締
役
会
の
同
意
な
く
し
て
株
主
が
提
案
し
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
否
か
で
あ
る
。
…
一
〇
九
条
（ａ）
項
に
従
っ
て
、C

A

社
の
基

本
定
款
は
付
属
定
款
の
採
用
・
変
更
・
廃
止
権
限
を
取
締
役
会
に
与
え
て
い
る
。
同
条
に
は
、
当
該
権
限
は
『
株
主
か
ら
権
限
を
奪
っ
た
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り
制
限
し
た
り
す
る
も
の
で
は
な
い
』
と
示
さ
れ
て
い
る
の
で
、C

A

社
の
取
締
役
会
と
株
主
は
双
方
と
も
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
に
付
属
定

款
の
承
認
・
変
更
・
廃
止
権
限
を
有
し
て
い
る
。
…
経
営
権
は
法
律
上
、
株
主
に
与
え
ら
れ
て
は
い
な
い
。
実
際
に
、
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会

社
法
に
準
拠
す
る
会
社
の
株
主
は
、
少
な
く
と
も
法
律
ま
た
は
基
本
定
款
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場
合
を
除
い
て
は
、
会
社
の
事
業
や
業

務
に
直
接
携
わ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
は
確
立
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
付
属
定
款
の
採
用
・
変
更
・
廃
止
に
つ
い
て
の
株

主
の
法
定
権
限
は
、
取
締
役
会
と
同
一
の
権
限
と
は
言
え
ず
、
一
四
一
条
（ａ）
項
に
も
と
づ
く
取
締
役
会
の
経
営
上
の
特
権
に
よ
っ
て
制
限

さ
れ
て
い
る
。」

「
一
〇
九
条
（ｂ）
項
は
付
属
定
款
を
扱
う
一
般
条
項
で
あ
り
、
そ
こ
に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
な
ら
び
に
記
載
す
る
こ
と
が
で

き
る
事
項
に
つ
い
て
扱
っ
て
い
る
。
…
そ
し
て
一
〇
二
条
（ｂ）
項
（一）
号
は
基
本
定
款
に
規
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
、
ま
た
は
規
定
す

る
こ
と
が
で
き
る
事
項
に
つ
い
て
の
条
項
で
あ
る
…
。

C
A

社
は
次
の
よ
う
に
主
張
す
る
。『
当
該B

ylaw

提
案
は
、C

A

社
の
取
締
役
会
が
特
定
の
目
的
の
た
め
に
―
―
本
件
で
は
取
締
役
の

選
任
費
用
を
補
償
す
る
た
め
に
―
―
会
社
の
資
金
を
費
や
す
か
否
か
を
決
定
す
る
と
い
う
実
質
的
な
意
思
決
定
権
限
を
制
限
す
る
も
の
で

あ
る
。
一
〇
二
条
（ｂ）
項
（一）
号
は
、
取
締
役
会
の
法
定
権
限
を
制
限
す
る
よ
う
な
定
め
は
基
本
定
款
に
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
趣

旨
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件B

ylaw

提
案
の
内
容
は
、C

A

社
の
基
本
定
款
…
に
の
み
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
、

本
件B

ylaw

提
案
は
一
〇
九
条
（ｂ）
項
に
よ
っ
て
許
容
さ
れ
て
い
る
付
属
定
款
記
載
事
項
の
対
象
外
で
あ
る
』。
…
こ
こ
で
解
決
さ
れ
て
い

な
い
問
題
と
い
う
の
は
、
一
〇
九
条
（ｂ）
項
で
は
認
め
ら
れ
て
い
る
株
主
行
為
で
あ
っ
て
、
か
つ
一
四
一
条
（ａ）
項
に
も
と
づ
く
取
締
役
の
経

営
権
限
に
不
適
切
に
介
入
し
な
い
よ
う
な
行
為
と
は
何
か
と
い
う
問
題
で
あ
る
。」

「
付
属
定
款
の
適
切
な
役
割
と
い
う
の
は
、
取
締
役
会
が
特
定
の
重
大
な
事
業
決
定
を
ど
の
よ
う
に
下
す
べ
き
か
を
指
示
す
る
こ
と
で

は
な
く
、
そ
の
よ
う
な
決
定
の
過
程
や
手
続
き
を
定
め
る
こ
と
に
あ
る
と
い
う
こ
と
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
で
は
確
立
し
て
い
る
。
…
そ
こ
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で
、
本
件B

ylaw

提
案
が
取
締
役
の
実
質
的
な
決
定
権
限
の
た
め
の
手
続
き
を
規
制
す
る
も
の
で
あ
る
の
か
、
そ
れ
と
も
決
定
自
体
を
強

制
す
る
も
の
で
あ
る
の
か
と
い
う
点
を
争
点
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

…
本
件B

ylaw

提
案
は
不
適
切
に
も
会
社
資
産
の
用
途
を
指
示
す
る
も
の
と
し
て
表
現
さ
れ
て
い
る
け
れ
ど
も
、C

A

社
の
取
締
役
の

選
任
手
続
き
を
規
定
す
る
意
図
と
効
果
が
あ
る
と
考
え
る
。
し
た
が
っ
て
、
当
裁
判
所
は
、
本
件B

ylaw

提
案
は
株
主
の
行
為
と
し
て
適

切
で
あ
る
と
判
断
す
る
。
…
我
々
は
、
会
社
資
産
の
使
用
を
要
求
し
て
い
る
こ
と
だ
け
を
根
拠
と
し
て
自
動
的
に
手
続
き
性
が
否
定
さ
れ

る
も
の
で
は
な
い
と
考
え
る
。
…
付
属
定
款
が
手
続
き
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
か
否
か
は
、
そ
の
内
容
な
ら
び
に
目
的
の
観
点
か
ら
判
断

さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

…
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
の
会
社
の
株
主
は
、
取
締
役
の
選
任
の
た
め
の
『
候
補
者
を
選
び
出
す
こ
と
に
携
わ
る
』
権
利
を
有
し
て
い
る
。
株

主
は
、
取
締
役
会
か
ら
支
持
さ
れ
る
候
補
者
以
外
の
者
が
選
挙
に
出
馬
す
る
気
に
な
る
よ
う
な
付
属
定
款
を
提
案
す
る
こ
と
で
、
当
該
権

利
の
行
使
を
促
進
す
る
権
利
が
あ
る
。
…
し
た
が
っ
て
、
当
裁
判
所
は
、
当
該
提
案
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
上
、
株
主
の
行
為
対
象
で
あ
る

と
判
断
す
る
。」

第
二
質
問
に
つ
い
て

「
第
一
質
問
に
答
え
る
際
に
、
我
々
は
す
で
に
、
本
件B

ylaw

提
案
は
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
あ
る
い
はC

A

社
の
基
本
定
款
の
い
ず

れ
に
も
表
面
的
に
は
違
反
し
て
い
な
い
と
判
断
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
こ
こ
で
は
、
本
件B

ylaw

提
案
が
コ
モ
ン
ロ
ー
準
則
あ
る
い
は
そ

の
趣
旨
に
反
す
る
か
否
か
を
扱
う
。
…
取
締
役
会
は
本
件B

ylaw

に
従
う
と
信
認
義
務
に
違
反
す
る
場
合
が
あ
る
だ
ろ
う
。
本
件B

ylaw

は
禁
止
事
項
―
―
す
な
わ
ち
会
社
な
ら
び
に
株
主
に
対
す
る
信
認
義
務
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
を
妨
げ
る
よ
う
な
行
動
を
取
締
役
会
に
負

託
す
る
契
約
の
禁
止
―
―
に
反
す
る
こ
と
に
な
る
と
我
々
は
判
断
す
る
。」

「
本
件B

ylaw

提
案
はC

A

社
取
締
役
に
、
い
く
ら
の
補
償
が
適
切
か
と
い
う
決
定
に
つ
い
て
は
完
全
な
裁
量
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
、
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な
ぜ
な
ら
取
締
役
は
成
功
に
至
ら
な
か
っ
た
候
補
者
に
『
合
理
的
な
』
費
用
だ
け
を
与
え
る
こ
と
が
可
能
だ
か
ら
で
あ
る
。
た
だ
あ
い
に

く
本
件B

ylaw

提
案
は
十
分
で
は
な
い
、
と
い
う
の
も
補
償
を
一
切
支
払
わ
な
い
こ
と
が
適
切
な
場
合
に
信
認
義
務
を
履
行
す
る
完
全
な

権
限
をC

A

社
取
締
役
に
留
保
す
る
条
項
や
文
言
が
設
け
ら
れ
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
…
以
上
の
よ
う
に
、
当
裁
判
所
は
意
見
確
認
さ

れ
た
第
二
質
問
に
つ
い
て
、
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
に
違
反
す
る
こ
と
に
な
る
と
判
断
す
る
。」

〔
解
説
〕

デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
最
高
裁
判
所
は
当
該B

ylaw

提
案
の
適
法
性
を
判
断
す
る
際
に
、
制
定
法
の
観
点
と
コ
モ
ン
ロ
ー
（
信
認
義
務
）
の
観

点
と
い
う
二
点
か
ら
考
察
を
加
え
て
い
る
。
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
上
は
株
主
の
行
為
と
し
て
適
切
で
あ
る
と
し
た
も
の
の
、
コ
モ
ン
ロ
ー
の

観
点
で
は
、
当
該B

ylaw

提
案
が
採
用
さ
れ
る
と
信
認
義
務
違
反
を
も
た
ら
す
と
い
う
判
断
を
下
し
た
。
な
お
、
最
高
裁
の
意
見
を
受
け

て
同
日
Ｓ
Ｅ
Ｃ
はA

F
S

C
M

E

の
提
案
が
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
一
四
ａ
―
八
（ｉ）
項
（二）
号
の
排
除
事
由
に
該
当
す
る
こ
と
をC

A

社
に
通
知
し
て
い

る
。本

件
の
意
義
は
次
の
三
点
に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
第
一
に
、
一
四
一
条
（ａ）
項
と
一
〇
九
条
（ｂ）
項
の
解
釈
が
示
さ
れ
た
こ
と
で
あ
る
。
取

締
役
の
経
営
権
限
に
つ
い
て
基
本
定
款
に
別
段
の
定
め
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
一
四
一
条
（ａ）
項
と
、
取
締
役
の
権
限
に
関
す
る

付
属
定
款
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
一
〇
九
条
（ｂ）
項
に
つ
い
て
、
両
者
は
矛
盾
す
る
も
の
で
は
な
く
、
付
属
定
款
の
適
切
な
役
割

と
い
う
の
は
取
締
役
会
の
決
定
の
過
程
や
手
続
き
を
定
め
る
こ
と
に
あ
る
と
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
付
属
定
款
の
適
法
性
の
判
断

に
あ
た
り
、
取
締
役
の
決
定
手
続
き
を
規
制
す
る
も
の
で
あ
る
の
か
、
そ
れ
と
も
決
定
自
体
を
強
制
す
る
も
の
で
あ
る
の
か
と
い
う
基
準

を
用
い
て
い
る
。
そ
し
て
少
な
く
と
も
会
社
資
産
を
使
用
す
る
こ
と
を
強
制
す
る
付
属
定
款
が
手
続
き
を
規
制
す
る
も
の
で
あ
る
か
否
か

を
判
断
す
る
際
に
は
、
形
式
面
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
目
的
や
効
果
も
勘
案
す
べ
き
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。
本
件
で
は
、
取
締
役
選

任
手
続
き
に
関
す
る
株
主
権
を
促
進
す
る
目
的
と
効
果
は
認
容
さ
れ
た
も
の
の
、
結
論
と
し
て
は
そ
れ
以
上
に
会
社
資
金
を
不
適
切
に
使

02廣島法學34-2久保先生  10.11.16 1:04 PM  ページ 44



45－米国における株主総会と取締役会の権限領域（久保）

用
さ
せ
な
い
と
い
う
目
的
を
達
成
す
る
こ
と
を
重
視
し
、
取
締
役
会
の
経
営
上
の
権
利
義
務
を
維
持
す
る
こ
と
が
優
先
さ
れ
た

（
17
）

。

第
二
に
、
本
件B

ylaw

提
案
は
全
く
補
償
を
与
え
な
い
と
い
う
裁
量
を
取
締
役
会
に
留
保
し
て
い
れ
ば
、
信
認
義
務
の
観
点
か
ら
も
有

効
な
付
属
定
款
と
な
り
う
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
こ
の
こ
と
は
、
以
前
か
ら
指
摘
さ
れ
て
い
た
問
題
を
解
決
す
る
一
手
段
と
な
る
可
能
性

が
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
選
任
に
つ
い
て
株
主
提
案
が
さ
れ
る
場
合
、
会
社
は
株
主
が
推
薦
す
る
取
締
役
候
補
者
を
会
社
の
委
任
状
書
類

に
掲
載
す
る
必
要
が
な
い
た
め
（
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
一
四
ａ
―
八
（ｉ）
項
（八）
号
）、
株
主
は
自
ら
の
費
用
で
委
任
状
勧
誘
を
行
う
必
要
が
あ
り
、

そ
の
費
用
も
取
締
役
会
の
過
半
数
議
席
を
占
め
る
こ
と
が
で
き
な
け
れ
ば
回
収
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
問
題
が
あ
っ
た
。
こ
れ
ま

で
も
株
主
が
取
締
役
候
補
者
を
擁
立
す
る
た
め
の
方
法
が
多
く
提
案
さ
れ
、
た
と
え
ば
、
会
社
の
委
任
状
書
類
に
株
主
が
推
薦
す
る
取
締

役
候
補
者
を
掲
載
す
る
と
い
う
付
属
定
款
を
設
け
る
株
主
提
案
が
さ
れ
た
事
例
な
ど
が
あ
っ
た

（
18
）

。
少
な
く
と
も
選
任
費
用
を
補
償
す
る
付

属
定
款
に
つ
い
て
は
い
わ
ゆ
る
フ
ィ
デ
ュ
ー
シ
ャ
リ
ー
・
ア
ウ
ト
（fiduciary-out

）
条
項
な
る
文
言
を
入
れ
れ
ば
有
効
と
さ
れ
る
可
能
性

が
高
ま
っ
た

（
19
）

。

第
三
に
、
取
締
役
の
経
営
権
に
介
入
す
る
内
容
の
付
属
定
款
に
つ
い
て
、
制
定
法
と
コ
モ
ン
ロ
ー
と
い
う
判
断
枠
組
み
を
用
い
、
コ
モ

ン
ロ
ー
の
観
点
か
ら
の
付
属
定
款
の
有
効
性
判
断
に
つ
き
「
取
締
役
が
負
う
信
認
義
務
の
履
行
を
妨
げ
る
か
否
か
」
と
い
う
基
準
を
用
い

て
い
る
点
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
信
認
義
務
を
判
断
基
準
に
据
え
る
こ
と
は
、
企
業
買
収
や
買
収
防
衛
策
が
活
発
に
議
論
さ
れ
る
中
で
形

成
さ
れ
て
き
た
よ
う
で
あ
る
。
以
下
で
は
、
信
認
義
務
の
履
行
を
妨
げ
る
合
意
に
つ
い
て
争
わ
れ
た
事
例
を
概
観
し
、
そ
の
枠
組
み
が
形

成
さ
れ
る
ま
で
の
判
例
の
経
緯
な
ら
び
にC

A

判
決
の
位
置
づ
け
を
整
理
す
る
。

第
三
節
　C

A

判
決
の
判
断
枠
組
み
が
形
成
さ
れ
る
ま
で
の
判
例
経
緯

一
九
九
四
年
、
取
締
役
会
と
友
好
的
買
収
者
と
の
間
で
締
結
さ
れ
た
契
約
が
争
わ
れ
たP

aram
ount

C
om

m
unications

v.
Q

V
C
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N
etw

ork （
20
）

（
以
下
「Q

V
C

判
決
」
と
す
る
）
に
お
い
て
、
取
締
役
が
負
う
信
認
義
務
の
履
行
を
妨
げ
る
よ
う
な
契
約
は
無
効
で
あ
る
と
さ

れ
た
。
続
い
て
、
一
九
九
八
年
に
ポ
イ
ズ
ン
ピ
ル
に
関
す
る
付
属
定
款
が
争
わ
れ
たQ

uickturn
D

esign
System

,
Inc.

v.
Shapiro （

21
）

（
以
下

「Q
uickturn

判
決
」
と
す
る
）
で
は
、
取
締
役
会
が
採
用
し
た
付
属
定
款
の
有
効
性
判
断
に
つ
い
て
す
で
に
同
枠
組
み
が
形
作
ら
れ
て
い

る
。
そ
の
後
も
、
二
〇
〇
三
年O

m
nicare,

Inc.
v.

N
C

S
H

ealthcare,
Inc （

22
）.

（
以
下
「O

m
nicare

判
決
」
と
す
る
）、
二
〇
〇
八
年

U
nisuper

Ltd.
v.

N
ew

s
C

orp （
23
）.

（
以
下
「U

nisuper

判
決
」
と
す
る
）
に
お
い
て
も
、「
信
認
義
務
の
履
行
を
妨
げ
る
か
否
か
」
と
い
う
基

準
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
な
お
、U

nisuper

判
決
に
つ
い
て
は
第
三
章
で
詳
し
く
検
討
す
る
。

Q
V

C

事
件
で
は
、
被
買
収
会
社
で
あ
るParam

ount

社
取
締
役
会
が
、
友
好
的
買
収
者
で
あ
るV

iacom

社
と
取
引
保
護
措
置
―
―no-

shop

条
項
や
解
約
金
な
ど

（
24
）

―
―
を
設
け
た
契
約
を
締
結
し
た
こ
と
が
問
題
と
な
っ
た
。
競
合
す
る
買
付
者
で
あ
るQ

V
C

社
が
よ
り
高
い

買
収
価
格
を
提
示
し
た
際
、P

aram
ount

社
取
締
役
会
は
、V

iacom

社
と
の
契
約
を
理
由
にQ

V
C

社
と
の
交
渉
を
拒
ん
だ
。
デ
ラ
ウ
ェ

ア
州
最
高
裁
判
所
は
、「N

o-S
hop

条
項
はP

ram
ount

社
取
締
役
の
信
認
義
務
を
合
法
的
に
限
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
当
該
契
約
あ

る
い
は
そ
の
条
項
が
取
締
役
会
の
信
認
義
務
の
履
行
を
妨
げ
る
よ
う
な
方
法
で
作
為
・
不
作
為
を
要
求
す
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
の

で
、
そ
れ
は
無
効
か
つ
法
的
拘
束
力
は
な
い
。
…
。P

aram
ount

社
取
締
役
は
信
認
義
務
か
ら
解
放
さ
れ
る
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
は
で

き
な
い

（
25
）

」
と
述
べ
、
こ
れ
ら
の
契
約
条
項
が
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
法
上
の
信
認
義
務
を
制
限
し
、
取
締
役
が
信
認
義
務
を
履
行
す
る
の
を
妨
げ

る
限
り
、
そ
の
契
約
条
項
は
無
効
で
あ
り
、
強
制
力
が
な
い
と
判
示
し
た
。

同
様
に
、O
m

nicare

事
件
に
お
い
て
も
、
取
締
役
会
が
友
好
的
買
収
者
と
結
ん
だ
合
併
契
約
が
問
題
と
な
っ
た
。
当
該
合
併
契
約
で
は
、

た
と
え
取
締
役
会
が
後
に
本
件
合
併
は
株
主
の
最
大
の
利
益
に
な
ら
な
い
と
判
断
し
た
と
し
て
も
、
取
締
役
会
は
株
主
総
会
に
合
併
を
提

案
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
が
定
め
ら
れ
て
い
た
。
ま
た
、
取
締
役
会
の
う
ち
二
名
は
、
会
社
の
議
決
権
の
多
数
を
保
有
す
る
大
株
主
で

も
あ
り
、
株
主
総
会
決
議
に
お
い
て
合
併
に
賛
成
す
る
旨
の
同
意
を
し
て
い
た
た
め
、
当
該
合
併
は
完
全
に
固
定
（lock-up

）
さ
れ
た
状
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態
に
あ
っ
た
。
最
高
裁
判
所
は
、
株
主
総
会
に
当
該
取
引
を
提
案
す
る
旨
の
合
意
は
強
制
力
は
な
い
と
判
示
し
、
そ
の
理
由
と
し
て
、
そ

の
よ
う
な
合
意
は
取
締
役
会
が
少
数
派
株
主
の
た
め
に
信
認
義
務
を
履
行
す
る
の
を
妨
げ
る
か
ら
で
あ
る
と
述
べ
た
。

そ
し
て
一
九
九
八
年
のQ

uickturn

判
決
で
は
、
取
締
役
会
が
採
用
し
た
付
属
定
款
の
効
力
が
争
わ
れ
た
。
こ
の
判
決
に
お
い
て
、C

A

判
決
と
同
様
の
枠
組
み
が
作
ら
れ
、
制
定
法
と
コ
モ
ン
ロ
ー
に
よ
る
二
つ
の
審
査
が
な
さ
れ
て
い
る
。Q

uickturn

事
件
で
は
、
敵
対
的
買

収
の
対
象
会
社
と
な
っ
たQ

uickturn

社
取
締
役
会
が
、
そ
の
付
属
定
款
に
消
却
延
期
条
項
（delayed

redem
ption

provision

）
を
含
ん

だ
ラ
イ
ツ
・
プ
ラ
ン
を
採
用
し
た
。
こ
の
消
却
延
期
条
項
は
、
新
し
く
選
任
さ
れ
た
取
締
役
会
に
ポ
イ
ズ
ン
ピ
ル
を
六
ヶ
月
間
買
い
戻
せ

な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
で
、
買
収
を
や
め
さ
せ
る
よ
う
意
図
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。Q

uickturn

事
件
で
は
、
取
締
役
会
の
権
限
を
制
限

す
る
規
定
は
基
本
定
款
に
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
一
四
一
条
（ａ）
項
な
ら
び
に
信
認
義
務
違
反
を
も
た
ら
す
こ
と
の
双
方
を
理
由

と
し
て
当
該
付
属
定
款
は
無
効
と
さ
れ
た
。
当
判
決
で
は
次
の
よ
う
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。「
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
の
最
も
基
本
的
な

主
義
の
一
つ
は
、
取
締
役
会
が
会
社
の
事
業
・
業
務
の
経
営
に
最
終
的
な
責
任
を
負
う
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。Q

uickturn

社
の
基
本
定
款

に
は
、
取
締
役
会
の
権
限
を
制
限
す
る
た
め
の
規
定
は
全
く
設
け
ら
れ
て
い
な
い
。
し
か
し
、
本
件
消
却
延
期
条
項
は
、
新
し
く
選
任
さ

れ
た
取
締
役
会
が
会
社
な
ら
び
に
株
主
に
対
し
て
負
う
基
本
的
な
経
営
義
務
を
六
ヶ
月
の
間
完
全
に
は
履
行
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
も
の

で
あ
る
。
本
件
消
却
延
期
条
項
は
、
た
っ
た
一
点
―
―
す
な
わ
ち
ラ
イ
ツ
・
プ
ラ
ン
の
廃
止
―
―
に
つ
い
て
取
締
役
会
の
権
限
を
制
限
す

る
も
の
に
す
ぎ
な
い
け
れ
ど
も
、
当
条
項
は
株
主
に
と
っ
て
非
常
に
重
要
な
分
野
―
―
会
社
の
売
却
の
交
渉
―
―
に
お
け
る
取
締
役
会
の

権
限
を
制
限
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
当
裁
判
所
は
本
件
消
却
延
期
条
項
は
一
四
一
条
（ａ）
項
に
も
と
づ
き
無
効
で
あ
る
と
判
示
す
る
。

一
四
一
条
（ａ）
項
は
、
新
し
く
選
任
さ
れ
た
取
締
役
会
に
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
の
会
社
を
管
理
運
営
す
る
完
全
な
権
利
を
与
え
て
い
る

（
26
）

」。

以
上
の
よ
う
に
競
合
す
る
敵
対
的
買
収
者
が
存
在
す
る
合
併
契
約
や
買
収
防
衛
策
を
扱
う
事
例
に
お
い
て
、
信
認
義
務
の
履
行
を
妨
げ

る
合
意
は
無
効
だ
と
す
る
理
論
が
形
成
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
事
例
は
い
わ
ゆ
る
取
締
役
の
地
位
を
揺
る
が
す
状
況
（
あ
る
い
は
そ
れ
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を
想
定
し
た
状
況
）
に
あ
る
た
め
、
受
認
者
と
し
て
取
締
役
の
保
身
目
的
で
は
な
い
適
切
な
行
動
が
よ
り
強
く
問
わ
れ
る
場
面
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
が
「
信
認
義
務
」
と
い
う
概
念
を
用
い
た
判
断
基
準
を
形
成
な
さ
し
め
た
理
由
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
れ
ら
の
事
例
の
特

徴
は
、
第
一
に
、
買
収
な
ど
支
配
権
変
動
時
の
取
締
役
の
権
限
領
域
に
つ
い
て
形
成
さ
れ
た
理
論
枠
組
み
で
あ
っ
た
こ
と
、
第
二
に
取
締

役
会
と
買
収
者
（Q

V
C

事
件
お
よ
びO

m
nicare

事
件
）
あ
る
い
は
取
締
役
会
が
将
来
の
取
締
役
会
行
為
を
拘
束
す
る
（Q

uickturn

事
件
）

と
い
っ
た
、
合
意
に
一
般
株
主
が
関
与
し
な
い
ケ
ー
ス
で
あ
っ
た
。

こ
の
二
点
に
つ
きC

A
判
決
は
い
ず
れ
も
こ
れ
ら
の
事
例
と
は
異
な
る
状
況
に
あ
り
な
が
ら
も
、
信
認
義
務
の
概
念
を
用
い
た
枠
組
み

を
実
質
的
に
踏
襲
し
て
い
る
。
そ
れ
に
はQ

uickturn

判
決
が
付
属
定
款
を
扱
っ
て
い
た
と
い
う
共
通
点
が
少
な
か
ら
ず
影
響
を
与
え
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。Q

uickturn
事
件
は
取
締
役
会
が
採
用
し
た
付
属
定
款
を
扱
っ
て
い
た
の
に
対
し
、C

A

事
件
は
株
主
が
提
案
し
た

付
属
定
款
で
あ
っ
た
と
い
う
違
い
は
あ
る
が
、C

A

判
決
の
最
高
裁
判
所
は
こ
の
点
は
重
大
な
差
異
で
は
な
い
と
述
べ
て
い
る

（
27
）

。C
A

判
決

は
、
支
配
権
変
動
時
の
取
締
役
の
権
限
領
域
に
つ
い
て
形
成
さ
れ
た
理
論
枠
組
み
を
、
委
任
状
勧
誘
の
費
用
補
償
と
い
っ
た
比
較
的
一
般

的
な
経
営
権
限
の
領
域
に
用
い
、
取
締
役
会
と
株
主
総
会
の
権
限
分
配
の
指
標
に
取
り
入
れ
た
点
が
新
し
い
。

（
１
）

様
々
な
形
態
の
事
業
組
織
と
比
較
し
、
株
式
会
社
な
ら
で
は
の
特
質
と
し
て
、
①
法
人
格
を
有
す
る
こ
と
、
②
株
主
の
有
限
責
任
、
③
二
重
課
税
、
④
中

央
集
権
的
な
経
営
、
⑤
多
様
な
資
金
調
達
方
法
、
⑥
市
場
を
通
し
た
投
下
資
本
の
回
収
と
い
っ
た
出
口
戦
略
が
あ
げ
ら
れ
る
。J O

S
E

P
H

S
H

A
D

E,
D

A
V

ID
G

.

E
PST

E
IN,&

C
H

A
R

L
E

S
E

,T
W

E
E

D
Y,Jr.,B

U
SIN

E
SS

S
T

R
U

C
T

U
R

E
S

IN
A

N
U

T
SH

E
L

L,29 -32
(2003 ).

（
２
）

森
田
章
「
公
開
企
業
の
取
締
役
会
権
限
の
優
越
性
―
敵
対
的
企
業
買
収
の
防
衛
策
を
中
心
と
し
て
―
」
商
事
法
務
一
七
八
五
号
二
〇
頁
（
二
〇
〇
六
年
）。

（
３
）

See,e.g.,L
ucian

A
rye

B
ebchuk,The

C
ase

for
Increasing

Shareholder
P

ow
er,118

H
A

R
V.L

.R
E

V.833
(2005 )

;Stephen
M

.B
ainbridge,D

irector

P
rim

acy
:

The
M

eans
and

E
nds

ofC
orporate

G
overnance,97

N
w

.U
.L

.R
E

V.547
(2003 )

;M
argaretM

.B
lair

&
L

ynn
A

.Stout,A
Team

P
roduction

Theory
of

C
orporate

Law
,85

V
A.L

.R
E

V.247
(1999 ).

な
お
、
二
〇
〇
九
年
八
月
に
Ａ
Ｂ
Ａ
に
よ
っ
て
実
務
家
や
学
者
を
メ
ン
バ
ー
と
し
た
タ
ス
ク
フ
ォ
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ー
ス
が
組
ま
れ
、
株
主
と
取
締
役
の
各
役
割
に
つ
い
て
認
識
を
再
整
理
し
、
今
後
の
方
向
性
を
ま
と
め
た
報
告
書
が
出
さ
れ
て
い
る
。R

eport
of

the
T

ask

F
orce

the
A

B
A

Section
ofB

usiness
Law

C
orporate

G
overnance

C
om

m
ittee

on
D

elineation
ofG

overnance
R

ole
and

R
esponsibilities,65

B
U

S.L
A

W
.

107
(2009 ).

（
４
）

期
差
制
取
締
役
会
と
は
、
取
締
役
を
三
グ
ル
ー
プ
に
分
け
、
毎
年
一
グ
ル
ー
プ
ず
つ
取
締
役
の
選
挙
を
行
う
も
の
で
あ
り
、
各
取
締
役
の
任
期
は
三
年
と

な
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
大
量
に
株
式
を
取
得
し
た
者
で
あ
っ
て
も
定
時
株
主
総
会
で
取
締
役
会
構
成
員
を
一
度
に
劇
的
に
交
代
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
な
く
な

る
た
め
、
買
収
防
衛
策
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
。Frederuck

H
.

A
lexander

&
Jam

es
D

.
H

onaker,
P

ow
er

to
the

F
ranchise

or
the

F
iduciaries?

:
A

n

A
nalysis

ofthe
Lim

its
on

Stockholder
A

ctivistB
ylaw

s,33
D

E
L.J.C

O
R

P.L
.749 ,752

(2008 ).

（
５
）

E
D

W
A

R
D

P.W
E

L
C

H,A
N

D
R

E
W

J.T
U

R
E

Z
Y

N,&
R

O
B

E
R

T
S.S

A
U

N
D

E
R

S,F
O

L
K

O
N

T
H

E
D

E
L

A
W

A
R

E
G

E
N

E
R

A
L

C
O

R
PO

R
A

T
IO

N
L

A
W

§
141 .1 .1 .(2009 ).

（
６
）

取
締
役
の
資
格
を
設
け
る
付
属
定
款
に
関
し
て
は
、
年
齢
制
限
や
株
主
に
限
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
か
が
論
点
と
な
っ
て
い
る
。
た
と
え
ば
、
取
締
役
の

選
任
条
件
と
し
て
実
質
的
な
経
営
経
験
を
有
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
る
範
囲
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
が
、
会
社
資
産
の
売
却
や
清
算
に
同
意
し
て
い
る
こ

と
等
を
条
件
と
す
る
の
は
、
取
締
役
の
資
格
と
い
う
よ
り
む
し
ろ
特
定
の
会
社
行
為
を
要
求
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
許
さ
れ
な
い
と
さ
れ
る
。L

aw
rence

A
.

H
am

erm
esh,C

orporate
D

em
ocracy

and
Stockholder-A

dopted
B

y-Law
s

:
Taking

B
ack

the
Street?,73

T
U

L.L
.R

E
V.409 ,483

(1998 ).

（
７
）

定
足
数
お
よ
び
決
議
要
件
に
加
え
（
一
四
一
条
（ｂ）
項
）、
取
締
役
会
の
開
催
場
所
（
同
条
（ｇ）
項
）、
電
話
会
議
な
ど
を
認
め
る
か
否
か
（
（ｉ）
項
）
な
ど
を
付

属
定
款
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
よ
う
に
取
締
役
会
に
対
す
る
制
限
が
制
定
法
上
認
め
ら
れ
て
い
て
も
、
そ
の
使
い
方
に
よ
っ
て
は
取
締
役
会
の
経

営
権
限
を
損
な
う
こ
と
が
あ
り
う
る
た
め
、
常
に
有
効
と
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
な
お
、Frantz

M
fg.

C
o.

v.
E

A
C

Indus.,501
A

.2 d
401

(D
el.1985 )

で

は
、
過
半
数
の
株
式
を
取
得
し
た
買
収
者
が
防
衛
策
を
導
入
さ
れ
る
の
を
防
ぐ
た
め
に
、
す
べ
て
の
取
締
役
会
の
行
為
に
全
員
出
席
か
つ
全
員
賛
成
の
要
件

を
設
け
る
付
属
定
款
を
採
用
し
た
事
例
で
、
そ
の
有
効
性
の
判
断
に
あ
た
り
当
該
制
限
が
正
当
な
株
主
利
益
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
か
、
株
主
利
益
を
脅
か

す
も
の
を
避
け
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
か
が
問
わ
れ
た
結
果
、
有
効
と
さ
れ
た
。

（
８
）

デ
フ
ォ
ル
ト
・
ル
ー
ル
で
は
、
株
主
に
臨
時
株
主
総
会
の
招
集
権
を
与
え
て
お
ら
ず
、
取
締
役
が
そ
の
権
限
を
有
す
る
が
、
付
属
定
款
に
お
い
て
株
主
に

付
与
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
な
お
、
模
範
事
業
会
社
法
（
以
下
「
Ｍ
Ｂ
Ｃ
Ａ
」
と
す
る
）
な
ら
び
に
そ
の
他
多
く
の
州
法
は
少
な
く
と
も
議
決
権
の
一
〇
％

を
有
し
て
い
る
と
い
う
持
株
要
件
を
設
け
た
上
で
株
主
に
も
臨
時
株
主
総
会
の
招
集
権
を
与
え
て
い
る
。See

M
O

D
E

L
B

U
S.

C
O

R
P.

A
C

T
§
7 .02

(a)
(2 )

(2005 )
;

see
also

P
A.C

O
N

S.S
T

A
T.A

N
N.tit.15 ,§

1755
(b)

(2 )
(1990 ).

（
９
）

近
年
で
は
、
デ
フ
ォ
ル
ト
・
ル
ー
ル
で
あ
る
最
高
得
票
（plurality

）
方
式
を
は
ず
し
て
、
代
わ
り
に
過
半
数
（m

ajority

）
方
式
を
定
め
る
た
め
に
付
属
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定
款
が
利
用
さ
れ
て
い
る
。
最
高
得
票
方
式
は
全
取
締
役
立
候
補
者
の
う
ち
得
票
数
の
多
い
者
か
ら
取
締
役
に
選
出
さ
れ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
過
半
数
方
式

は
出
席
株
主
の
頭
数
ま
た
は
株
式
の
過
半
数
の
票
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
最
高
得
票
方
式
で
は
投
票
保
留
や
欠
席
は
法
的
に
意
味
が
な
い
が
、
過
半
数

方
式
で
は
投
票
保
留
や
反
対
票
を
投
じ
る
こ
と
で
既
存
の
経
営
陣
に
対
し
て
よ
り
効
果
的
に
異
議
を
示
す
こ
と
も
可
能
に
な
る
。J E

S
S

E
H

.
C

H
O

P
E

R,
J H

O
N

C
.C

O
FFE

E,Jr.&
R

O
N

A
L

D
J.G

IL
SO

N,C
A

SE
S

A
N

D
M

A
T

E
R

IA
L

S
O

N
C

O
R

PO
R

A
T

IO
N

S,544
(7 th

ed.2008 ).

（
10
）

取
締
役
会
と
株
主
が
そ
れ
ぞ
れ
独
自
に
付
属
定
款
の
権
利
を
有
し
て
い
る
こ
と
で
、
株
主
が
採
用
し
た
付
属
定
款
を
取
締
役
が
変
更
あ
る
い
は
廃
止
す
る

こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
問
題
が
生
じ
て
い
る
。
デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
会
社
法
で
は
、
二
〇
〇
六
年
、
株
主
が
取
締
役
の
選
任
の
決
議
要
件
を
加
重
す
る
付
属

定
款
を
採
用
し
た
場
合
、
取
締
役
が
当
該
事
項
に
つ
い
て
付
属
定
款
を
変
更
お
よ
び
廃
止
す
る
こ
と
を
禁
止
す
る
旨
の
明
文
規
定
が
新
設
さ
れ
た
（
二
一
六

条
）。
し
か
し
、
そ
の
他
の
付
属
定
款
に
つ
い
て
は
、
依
然
と
し
て
明
確
な
答
え
が
出
さ
れ
て
い
な
い
。
Ｍ
Ｂ
Ｃ
Ａ
を
モ
デ
ル
と
す
る
多
く
の
州
で
は
、
株

主
が
採
用
し
た
付
属
定
款
を
取
締
役
が
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
当
該
付
属
定
款
に
お
い
て
変
更
を
禁
じ
る
旨
の
定
め
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
明

文
規
定
を
設
け
て
い
る
。See,e.g.,C

A
L.C

O
R

P.C
O

D
E

§
211

;
M

O
D

E
L

B
U

S.C
O

R
P.A

C
T

§
10 .20

(a)
(2 )

(2005 ).

デ
ラ
ウ
ェ
ア
州
で
は
、
こ
の
点
に
つ
き
、

一
九
七
四
年
に
一
〇
九
条
（ｂ）
項
の
改
正
の
際
に
三
つ
の
改
正
案
が
出
さ
れ
た
。
一
つ
は
取
締
役
の
変
更
権
限
を
制
限
し
な
い
と
い
う
案
、
一
つ
は
株
主
が
採

用
し
た
付
属
定
款
の
変
更
に
つ
い
て
は
取
締
役
の
権
限
を
制
限
す
る
と
い
う
案
、
そ
し
て
も
う
一
つ
は
基
本
定
款
に
お
い
て
認
め
て
い
る
場
合
ま
た
は
採
用

か
ら
一
定
期
間
後
に
は
変
更
を
認
め
る
と
い
う
案
が
示
さ
れ
た
も
の
の
、
結
局
こ
れ
ら
は
採
用
さ
れ
な
か
っ
た
。S.

Sam
uel

A
rsht

&
L

ew
is

S.
B

lack,
Jr.,

The
D

elaw
are

G
eneral

C
orporation

Law
:

R
ecent

A
m

endm
ents,30

B
U

S.L
A

W
.1021 ,1023

(1975 ).

現
行
法
の
解
釈
で
は
、
基
本
定
款
に
お
い
て
付
属

定
款
の
変
更
・
廃
止
の
権
限
を
取
締
役
に
無
制
限
に
与
え
て
い
る
場
合
に
は
、
た
と
え
株
主
が
採
用
す
る
付
属
定
款
で
あ
っ
て
も
、
当
該
付
属
定
款
を
通
し

て
取
締
役
の
当
該
変
更
・
廃
止
権
限
を
制
限
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。L

.
John

B
ird,

Stockholder
and

C
orporate

B
oard

B
ylaw

B
attle

:
D

elaw
are

Law
and

the
A

bility
of

a
C

orporate
B

oard
to

C
hange

or
O

verrule
Stockholder

B
ylaw

A
m

endm
ents,11

U
.P

A.J.B
U

S.&
E

M
P.L

.

217 ,228 -233
(2008 ).

（
11
）

17
C

.
F.

R
.

§
240 .14 a-8

(2008 ).

米
国
の
株
主
提
案
に
つ
い
て
紹
介
す
る
文
献
と
し
て
、
森
田
章
「
最
近
の
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
株
主
提
案
権
の
実
態
」

証
券
研
究
五
〇
巻
一
七
〇
頁
（
一
九
七
六
年
）、
近
藤
光
男
「
Ｓ
Ｅ
Ｃ
株
主
提
案
規
則
の
改
正
と
そ
の
影
響
」
商
事
法
務
一
〇
三
八
号
二
頁
（
一
九
八
五
年
）、

木
俣
由
美
「
株
主
総
会
お
よ
び
株
主
の
機
能
分
化
か
ら
み
た
株
主
提
案
権
の
意
義
」
国
際
研
究
論
叢
一
三
巻
特
別
号
七
一
頁
（
二
〇
〇
〇
年
）、
黒
沼
悦
郎

『
ア
メ
リ
カ
証
券
取
引
法
』
二
〇
六
頁
以
下
（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
四
年
）、
長
阪
守
「
日
米
の
株
主
提
案
権
の
行
使
範
囲
と
可
決
時
の
効
力
」
私
法
六
八
号
二

一
六
頁
（
二
〇
〇
六
年
）
参
照
。
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（
12
）

H
am

erm
esh,supra

note
6 ,415

n.18 .
（
13
）

975
P.2 d

907
(O

kla.
1999 ).

同
事
件
で
は
、Flem

ing

社
の
株
主
で
あ
るInternational

B
rotherhood

of
T

eam
sters,

A
FL

-C
IO

（
以
下
「T

eam
sters

」

と
す
る
）
が
、
一
九
九
五
年
十
一
月
、F

lem
ing

社
取
締
役
会
に
対
し
て
、
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
が
社
外
株
式
の
過
半
数
の
承
認
を
得
ら
れ
な
い
限
り
、
そ
れ
を

廃
止
す
る
こ
と
を
迫
る
勧
告
的
提
案
を
行
っ
て
い
た
。
こ
の
提
案
は
株
主
総
会
で
投
票
さ
れ
た
株
式
の
三
分
の
二
近
く
の
支
持
を
得
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

F
lem

ing
社
取
締
役
会
は
一
九
九
六
年
七
月
に
期
限
が
切
れ
る
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
の
代
わ
り
に
、
新
し
い
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
を
採
用
す
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
そ

こ
で
、T

eam
sters

は
勧
告
的
で
は
な
い
決
議
を
行
う
た
め
に
、
付
属
定
款
の
採
用
を
提
案
す
る
と
い
う
手
法
を
と
っ
た
。
当
該
提
案
内
容
は
、
最
初
に
株

主
に
よ
る
承
認
が
な
い
限
り
ポ
イ
ズ
ン
ピ
ル
を
採
用
ま
た
は
維
持
す
る
こ
と
を
禁
じ
、
現
在
の
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
を
償
還
す
る
旨
を
定
め
た
付
属
定
款
の
採
用

で
あ
っ
た
。T

eam
sters

は
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
一
四
ａ
―
八
に
従
っ
て
会
社
の
委
任
状
書
類
に
当
該
提
案
を
掲
載
す
る
こ
と
を
求
め
た
が
、
経
営
陣
は
当
該
提
案

を
記
載
す
る
こ
と
を
拒
絶
し
、
裁
判
所
に
当
該
提
案
を
掲
載
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
確
認
判
決
を
求
め
た
。F

lem
ing

社
は
そ
の
設
立
州
で
あ
る
オ

ク
ラ
ホ
マ
州
法
に
も
と
づ
き
、
当
該
付
属
定
款
提
案
は
取
締
役
会
の
権
限
を
侵
害
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
株
主
の
適
切
な
行
為
対
象
で
は
な
い
と
主

張
し
た
。Flem

ing

社
に
よ
れ
ば
、
取
締
役
会
の
承
認
を
も
っ
て
株
式
を
発
行
す
る
授
権
資
本
制
度
（O

K
L

A.
S

T
A

T.
A

N
N.

tit.18 ,
§
1038 .

）
は
ポ
イ
ズ
ン
ピ

ル
の
創
出
に
つ
い
て
の
特
権
を
取
締
役
会
に
与
え
る
も
の
で
あ
り
、
当
該
事
項
に
つ
い
て
株
主
が
付
属
定
を
も
っ
て
制
限
を
加
え
る
こ
と
は
法
に
反
す
る
と

主
張
し
た
。
オ
ク
ラ
ホ
マ
州
最
高
裁
判
所
は
、
取
締
役
会
に
よ
っ
て
採
用
さ
れ
た
ラ
イ
ツ
プ
ラ
ン
を
株
主
が
再
考
す
る
機
会
を
否
定
す
れ
ば
、
自
己
の
利
益

の
観
点
か
ら
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
行
う
お
そ
れ
の
あ
る
取
締
役
に
最
高
の
権
限
を
与
え
か
ね
な
い
と
し
て
、
当
該
提
案
事
項
は
株
主
の
行
為
対
象
に
該
当
し
、
会

社
は
委
任
状
説
明
書
に
掲
載
す
べ
き
で
あ
る
と
判
断
し
た
。
当
判
決
の
概
要
お
よ
び
そ
の
影
響
に
つ
い
て
は
、H

am
erm

esh.supra
note
6 ,421 -24 .

参
照
。

（
14
）

John
C

.
C

offee,
Jr.,

The
B

ylaw
B

attlefield
:

C
an

Institutions
C

hange
the

O
utcom

e
of

C
orporate

C
ontrol

C
ontests?,51

U
.

M
IA

M
I

L
.

R
E

V.605 ,

613 -615
(1997 ).

（
15
）

953
A

.2 d
227

(D
el.2008 ).

（
16
）

D
E

L.C
O

N
ST.art.

4
,§
11

(8 )
;

D
E

L.S
U

P.C
T.R

.41 .

こ
れ
ら
は
二
〇
〇
七
年
に
改
正
さ
れ
、
最
高
裁
判
所
に
は
Ｓ
Ｅ
Ｃ
か
ら
提
出
さ
れ
た
法
律
上
の
意

見
確
認
に
答
え
る
権
限
が
付
与
さ
れ
た
。

（
17
）

A
lexander,supra

note
4 ,at767 .

（
18
）

A
FSC

M
E

,E
m

ployees
Pension

Plan
v.A

m
erican

International
G

roup,Inc.,462
F.3 d

121
(2 nd

C
ir.2006 ).

こ
の
事
件
を
契
機
と
し
て
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は

会
社
の
委
任
状
に
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
株
主
の
取
締
役
候
補
者
を
掲
載
す
る
べ
き
か
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
に
付
し
た
も
の
の
、
従
来
通
り
の
規
則
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が
維
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。Sec.E

xch.A
ctR

el.N
o.34 -56914

(D
ec.6 ,2007 ).

（
18
）

な
お
、
こ
れ
ら
の
事
件
を
踏
ま
え
、
二
〇
〇
九
年
十
二
月
に
Ｍ
Ｂ
Ｃ
Ａ
は
改
正
さ
れ
て
い
る
。
取
締
役
の
選
任
に
関
す
る
委
任
状
勧
誘
に
お
い
て
、
会
社

の
委
任
状
書
類
に
株
主
が
擁
立
す
る
取
締
役
候
補
者
を
掲
載
す
る
こ
と
な
ら
び
に
そ
の
合
理
的
な
費
用
を
株
主
に
補
償
す
る
こ
と
を
定
め
る
付
属
定
款
を
認

め
る
と
と
も
に
（§

2 .06 (c)

）、
取
締
役
会
は
合
理
的
な
費
用
の
算
定
基
準
や
手
続
き
に
つ
い
て
の
付
属
定
款
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
、
株
主
は
こ
の
付
属
定

款
を
変
更
お
よ
び
廃
止
で
き
な
い
と
さ
れ
た
（§

2 .06 (d)

）。

（
19
）

fiduciary-out
条
項
は
一
般
に
友
好
的
な
Ｍ
＆
Ａ
取
引
に
お
い
て
利
用
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
当
該
取
引
を
確
実
に
遂
行
さ
せ
る
た
め
の
取
引
保
護
措
置

（deal
protection

devices

）
に
従
う
と
取
締
役
等
が
会
社
に
対
し
て
負
う
信
認
義
務
に
抵
触
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
、
当
該
取
引
保
護
措
置
か
ら
取
締

役
を
解
放
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
る
。fiduciary-out

条
項
に
つ
い
て
は
、W

illiam
T

.
A

llen,
U

nderstanding
F

iduciary
O

uts
:

The

W
hat

and
the

W
hy

of
an

A
nom

alous
C

oncept,55
B

U
S.

L
A

W
.653

(2000 )

、
岩
倉
正
和
＝
大
井
悠
紀
「
Ｍ
＆
Ａ
取
引
契
約
に
お
け
る
被
買
収
会
社
の
株
主

の
利
益
保
護
―
―Fiduciary

O
ut

条
項
を
中
心
に
―
―
〔
上
〕〔
中
〕」
商
事
法
務
一
七
四
三
号
三
二
頁
、
一
七
四
五
号
二
七
頁
（
二
〇
〇
五
年
）
参
照
。

（
19
）

今
後
、C

A

判
決
を
踏
ま
え
て
付
属
定
款
に
お
い
て
もfiduciary-out

文
言
を
挿
入
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
が
、
取
締
役
会
が
自
ら
の
地
位
を
守
る
た
め

に
そ
れ
を
援
用
し
て
株
主
側
の
候
補
者
へ
の
補
償
を
拒
否
す
る
お
そ
れ
も
あ
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
局
面
で
はfiduciary-out

の
援
用
を
厳
し
く
審
査
す
べ
き

で
あ
り
、
審
査
基
準
と
し
て
、
株
主
の
議
決
権
行
使
の
効
果
を
阻
害
す
る
措
置
に
適
用
さ
れ
る
い
わ
ゆ
る
ブ
ラ
シ
ウ
ス
基
準
を
用
い
る
べ
き
と
の
主
張
が
な

さ
れ
て
い
る
。C

hristopher
Faw

al,P
rotecting

Shareholder
A

ccess
to

D
irector

E
lections

:
A

R
esponse

to
C

A
,Inc.v.A

F
SC

M
E

U
rging

the
A

doption

ofa
B

lasius
Standard

ofR
eview

for
the

E
xercise

ofa
F

iduciary-O
utC

lause,59
D

U
K

E
L

.J.1457
(2010 ).

（
20
）

Param
ount

C
om

m
un's

Inc.
v.

Q
V

C
N

etw
ork

Inc.,637
A

.2 d
34

(D
el.1994 ).

同
判
決
を
紹
介
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
中
山
秀
木
「
競
合
す
る
企
業

買
収
を
阻
止
す
る
契
約
の
適
否
」
商
事
法
務
一
四
五
五
号
三
一
頁
（
一
九
九
七
年
）、
大
杉
謙
一
「
敵
対
的
買
収
と
防
衛
措
置
の
法
的
効
力
に
関
す
る
一
試

論
」
小
塚
荘
一
郎
編
『
落
合
誠
一
先
生
還
暦
記
念
　
商
事
法
へ
の
提
言
』
四
九
三
頁
（
二
〇
〇
四
年
）
参
照
。

（
21
）

Q
uickturn

D
esign

Sys.,Inc.v.Shapiro,721
A

.2 d
1281

(D
el.1998 ).

同
判
決
を
紹
介
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
黒
沼
悦
郎
「
取
締
役
会
の
権
限
を
制
限

す
る
付
属
定
款
の
効
力
」
商
事
法
務
一
六
二
九
号
四
八
頁
（
二
〇
〇
二
年
）
参
照
。

（
22
）

O
m

nicare,Inc.v.N
C

S
H

ealthcare,Inc.,818
A

.2 d
914

(D
el.2003 ).

同
判
決
を
紹
介
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
棚
橋
元
「
オ
ム
ニ
ケ
ア
判
決
―
―
取
引

保
護
条
項
の
有
効
性
―
―
」
野
村
修
也
＝
中
東
正
文
編
『
Ｍ
＆
Ａ
判
例
の
分
析
と
展
開
』
二
五
九
頁
（
経
済
法
令
研
究
会
、
二
〇
〇
七
年
）
参
照
。

（
23
）

U
nisuper

L
td.v.N

ew
s

C
orp.,2005

D
el.C

h.L
E

X
IS
205

(D
el.C

h.D
ec.20 ,2005 ),reprinted

in
31

D
E

L.J.C
O

R
P.L

.1186
(2006 ).
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（
24
）

ノ
ー
・
シ
ョ
ッ
プ
条
項
（no-shop

clause

）
と
は
、
Ｍ
＆
Ａ
取
引
に
お
い
て
対
象
会
社
取
締
役
等
が
他
の
買
収
を
勧
誘
す
る
こ
と
、
他
の
買
収
者
と
交
渉

す
る
こ
と
、
な
ら
び
に
他
の
買
収
者
に
非
公
開
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
を
禁
止
す
る
条
項
を
い
う
。
タ
ー
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
・
フ
ィ
ー
（term

ination
fee

ま
た

はbreak-up
fee

）
と
は
、
契
約
当
事
者
が
一
方
的
に
契
約
を
解
約
す
る
な
ど
一
定
の
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
、
解
約
し
た
当
事
者
が
他
方
当
事
者
に
対
し
て

支
払
い
を
義
務
づ
け
ら
れ
る
高
額
な
解
約
金
を
い
う
。
高
額
な
タ
ー
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
・
フ
ィ
ー
を
課
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
対
象
会
社
に
と
っ
て
買
収
者
と
の

取
引
か
ら
離
脱
す
る
障
害
と
な
る
た
め
、
第
三
者
に
よ
る
介
入
を
抑
止
す
る
効
果
が
高
ま
る
。
取
引
保
護
措
置
に
つ
い
て
は
、
松
本
真
輔
「
友
好
的
Ｍ
＆
Ａ

取
引
に
お
け
る
取
引
保
護
条
項
〔
上
〕」
国
際
商
事
法
務
三
一
巻
七
号
九
三
三
頁
（
二
〇
〇
三
年
）、
高
橋
聖
「
Ｍ
＆
Ａ
取
引
に
お
け
る
取
引
保
護
措
置
と
取

締
役
の
善
管
注
意
義
務
」
商
事
法
務
一
七
七
三
号
四
六
頁
（
二
〇
〇
六
年
）、
カ
ー
テ
ィ
ス
・
Ｊ
・
ミ
ル
ハ
ウ
プ
ト
編
『
米
国
会
社
法
』
二
一
五
頁
以
下

（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
九
年
）
参
照
。

（
25
）

Param
ountv.Q

V
C

,637
A

.2 d
34 ,51 .

（
26
）

Q
uickturn

v.Shapiro,721
A

.2 d
1281 ,1291 -92 .

（
27
）

C
A

,Inc.v.A
FSC

M
E

,953
A

.2 d
227 ,239 .
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